
 
 

 

日本の石炭火力発電技術が温暖化を抑制する 

 

 震災後のエネルギー環境政策を問う   化石燃料についての考え方  （2011 年 8 月 17 日） 

 

文／中野直和（国際環境経済研究所主席研究員） 

 

国際エネルギー機関（IEA）は、毎年、主要国の電源別発電電力量を発表している。この 2008 年実績

から、いくつかの主要国を抜粋してまとめたのが下の図だ。現在、日本人の多くが「できれば避けたいと

思っている」であろう順に、下から、原子力、石炭、石油、天然ガス、水力、その他（風力、太陽光発電等）

とした。また、“先進国”と“途上国”に分けたうえで、それぞれ原子力発電と石炭火力発電を加算し、依存

度の高い順に左から並べた。 

 

2008年度主要国の電源別発電電力量 

 
世界の発電電力量の 4 割を石炭火力が賄っている（出典：IEA/ENERGY BALANCES OF OECD 

COUNTRIES(2010Edition),ENERGY BALANCES OF NON-OECD COUNTRIES(2010Edition)から筆者が作成） 
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この結果を見ると、どの国も原子力と化石燃料を加えると 80％を超える。また、化石燃料のうち、石油

は少なく、石炭と天然ガスが大部分を占める。国によって両者の比率は大きく異なり、天然ガス資源が比

較的手軽に入手できる国では当然ながらガスの比率は高い。しかし注目すべきは、石炭の占める割合

が、主要途上国だけでなく米国やドイツでも 40％を超えており、世界全体で 4 割を占める最大の電力源

だということである。なお、「その他」に分類されている太陽光や地熱、バイオマス等の再生可能エネルギ

ーは、各国とも強化すべき電力源と位置づけてはいるが、基盤電源とするためには、技術開発の加速に

よる飛躍的な効率向上等によって大幅なコストダウンを実現することが必須であろう。 

 

日本発の技術が中国の CO2 排出量を 5000 万 t 削減 

 

 石炭依存度が高い国々は、国内に石炭資源をもち、石炭が安価なエネルギー源であることが、その要

因となっている。たとえば脱原発を再び宣言したドイツは、その穴埋めとして再生可能エネルギーの拡大

を宣言する一方で、当面は、天然ガスと石炭火力の拡大で対処しようとしている。そのため一部のマスコ

ミは「ドイツは“再生可能”を袖にして、ブラックに戻る」とまで呼び、批判している。 

 

しかし、安価価な電力を安定供給することは、まさに政府の役割であり、石炭を含めた化石燃料の比

率を高めて乗り切る政策は、何ら批判されるべきものではなく当然の判断である。もともと自前の資源に

乏しいうえ当面は原発に多くを期待しにくく、電力料金の上昇が大きな懸念材料である日本にとっても、

安価でしかも調達先が政治的に安定している石炭は、天然ガスと並んで重要な電源であることは明らか

である。電力の将来を考えるうえで、石炭火力発電を CO2 の排出が多いという理由だけで検討対象から

外してはならない。 

   

よく知られているが、日本は 2000 年ごろに超々臨界圧石炭火力発電（USC）を世界で初めて商用化し

た。この結果、数十年間ほとんど横ばいであった石炭火力の発電効率は飛躍的に向上した。日本では

22 基が運転されているが、この技術は世界に伝播している。なかでも中国では、計画中を含め 120 基の

導入が報告されており、仮に従来の亜臨界型と比較すると、年間約 5000 万 t もの CO2 排出を抑制でき

る。約 65 億ｔある中国の全 CO2 排出量の約 0.8％を、日本発の技術により削減できることになる。 

 

CO2 を大量に排出するとして日本では旗色のよくない石炭火力だが、海外、特に新興工業国とその予

備軍にとって優先度は高い。今後とも石炭火力の増設が継続することは確実であり、その効率向上こそ

が地球温暖化対策として不可欠である。今、日本では USC に続く技術である、石炭ガス化複合発電

（IGCC）や、A-USC（700℃級先進超々臨界圧発電）の研究開発が進められている。その早期実用化と、

それによる発電効率のさらなる向上こそ、USC のさらなる普及と並んで、日本に与えられた使命である。

技術の改善と新技術実用化には、実機での運用が不可欠であり、また日本の電力構成を考えるうえでも

石炭火力は不可欠な存在と言える。気分で判断するのは、あまりに危険であろう。 


